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第２期京都市障害福祉計画 

 

１ 趣旨等 

 

 （１）趣旨 

本計画は，障害のある市民の地域生活や一般就労への移行に関して，現行の福

祉施設が新たなサービス体系への移行を完了する平成 23 年度末に向けた数値目

標を設定するとともに，平成 21 年度から平成 23 年度までのサービス量等の必要

量の見込みとその確保のための方策を定め，サービス提供体制の計画的な整備を

図ることを目的として策定する。 

 

 （２）基本的理念 

支えあうまち・京（みやこ）のほほえみプラン（京都市障害保健福祉推進計画）

の基本目標である「障害の有無にかかわらず，全ての市民が個人として厚く尊重

され，いきいきと活動しながら，相互に支えあい安心して暮らせるまちづくり」

を推進するため，障害者自立支援法の「障害者の自立と社会参加」という基本的

理念を踏まえ，必要な障害福祉サービス等を提供する。 

 

 （３）法令の根拠 

    本計画は，障害者自立支援法第 88 条第 1 項に規定する「市町村障害福祉計画」

として，国の定める基本指針に即して策定するものである。 

    また，本計画は，支えあうまち・京（みやこ）のほほえみプラン（障害者基本

法に規定する障害者計画）に掲げる「福祉サービス」等に関する３年間の実施計

画として位置付けるものである。 
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２ 平成 23 年度の数値目標の設定 

 

障害のある市民の自立支援の観点から，地域生活移行や就労支援といった課題に対

応するため，福祉施設が新しいサービス体系への移行を完了する平成 23 年度を目標

年度として，次に掲げる事項について，それぞれの数値目標を設定する。 

なお，地域生活への移行の取組については，この間，京都府が実施する退院促進支

援事業のほかは入所施設や精神科病院等による個々の取組にとどまっており，今後，

目標値に到達するためには，関係機関が十分に連携しながら地域生活への移行支援を

行う仕組みづくりと共に，多様な社会資源や福祉サービスを総合的にコーディネート

して移行を支援する取組や地域生活の定着を支援する取組も求められる。 

また，就労支援については，新たに創設された就労移行支援等のサービス提供によ

り一般就労への移行が図られているが，今後も継続的に一般就労への移行が進み，目

標値に到達するためには，福祉施設における支援力の一層の向上を図るとともに，職

場実習先の確保をはじめとする職業訓練の環境整備や就職後の継続的な支援，あるい

は，再チャレンジを含めた循環的な支援環境の整備を図る必要がある。 

もとより，これらの取組を進めるためには，本人やご家族のご希望や不安，気持ち

の揺れなどを十分に考慮して，一人一人の実情を勘案することはもちろんのこと，す

べての市民が障害や障害のある市民に対する正しい理解と認識を深め，相互に尊重し

支え合って暮らせるまちづくりが必要であり，啓発の取組が不可欠である。 

このため，これら数値目標の達成に向けては，「支えあうまち・京（みやこ）のほ

ほえみプラン」に掲げる施策を着実に推進し，総合的に取組を進めることとする。 

 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

項 目 数 値 備 考 

第１期計画策定時の

施設入所者数（Ａ） 
1,236 人 平成 17 年 10 月 1 日現在 

平成 23 年度末の入

所 者 数 （ Ｂ ） 
1,171 人

入所施設の定員減予定数を 105 人分と

見込むが，待機者や新規施設整備等を

考慮し，65 人分の定員減を見込む。 

目 標 値 

削減見込（Ａ－Ｂ） 

65 人

（ 5.3％）

 

目 標 値 

地 域 生 活 移 行 者 数 

130 人

（10.5％）

平成 23 年度末までに施設からグループ

ホーム等に移行する方の数。第１期計

画策定時の入所者数の 10％程度が地域

生活に移行することを目指す。 
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 （２）入院中の退院可能精神障害者の減少数 

項 目 数 値 備 考 

第１期計画策定時の

入 院 者 数 
3,614 人 

平成 16 年 6 月 30 日現在の市内病院の

入院者数 

退院可能精神障害者数 328 人 
京都府調査による受入条件が整えば退

院可能な精神障害者数 

目 標 値 

減 少 数 
281 人 

平成 23 年度末までに減少を目指す数。

平成 18 年度の本市退院促進支援事業対

象者数などを基に積算した。 

 

 （３）福祉施設から一般就労への移行 

項 目 数 値 備 考 

第１期計画策定時の

年 間 

一 般 就 労 移 行 者 数 

11 人 
平成 17 年度中に福祉施設を退所し，一

般就労した方の数 

目 標 値 

年 間 

一 般 就 労 移 行 者 数 

50 人 

（ 4.5 倍） 

平成 23 年度において福祉施設を退所し

一般就労する方の数。第１期計画策定

時の４倍程度とする。 
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３ 各年度における指定障害福祉サービス又は指定相談支援の種類ごとの

必要な量の見込み及びその見込量の確保のための方策 

 

（１）訪問系サービス 

 

  ア 必要な量の見込み 

平成20年度における利用実績（見込）と障害のある市民の地域生活への移行を

推計し，平成23年度までの各年度において必要なサービス見込量を設定した。 

（単位：人分（括弧内は時間分／月）） 

区 分 
20 年度実績

（見込） 
21 年度 22 年度 23 年度 

居宅介護 

2,104 人分 

(89,405） 

2,302 人分

(92,429）

2,500 人分

（95,453）

2,698 人分

（98,477）

重度訪問介護 

行動援護 

重度障害者等包括支援 

 

  イ 見込量の確保及び基盤整備のための方策 

訪問系サービスについては，引き続き，地域生活への移行を推進する観点から，

ニーズに応じたサービス提供を行うため，必要なサービス提供体制の確保に努め

る必要がある。 

このため，サービス提供事業者の新規参入など拡充が進むように，福祉人材の

確保及び定着に向けた適切な報酬水準の確保をはじめとする必要な措置を講ず

るよう国に対して働き掛けを行うとともに，ホームヘルパーの援助技術の向上と

３障害に対応できる事業者の増加を図るための「精神障害者ホームヘルパー研修

会」，医療と福祉の連携を必要とする重度障害のある方を支援するホームヘルパ

ーの基礎知識の習得を図る「医療的ケア研修会」の開催等の本市独自の取組によ

り，サービスの担い手の養成に努める。 
また，多様なニーズにきめ細かく対応するため，施策の隙間にある課題への対

応についても関係機関との連携，協働により取り組むこととし，新たに「あんし

ん生活緊急サポート事業」を本市独自に実施するなど，障害のある市民が安心し

て地域生活を送ることを支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

№94「居宅介護等事業（ホームヘルプサービス）の充実」 

№95「緊急時のホームヘルパー派遣事業」 

№117「障害福祉を支える人材の確保と支援」               等

「支えあうまち・京（みやこ）のほほえみプラン」における関連項目
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※は，旧体系（１７年１０月）４，５４０人分⇒新体系４，９７９人分（地域生活支援事業への移行分も含め４３９人分増）

（２）日中活動系サービス 

 

ア 必要な量の見込み 

日中活動系のサービス利用については，利用者の状況に応じて居住系サービス

と組み合わせて必要なサービスを選択することができるようになり，多様なサー

ビスニーズへの対応が必要である。 

サービス提供体制については，平成20年度における利用実績（見込）とサービ

ス提供事業者の移行希望を基に平成23年度までの各年度において必要なサービ

ス提供量を推計した。 

         （単位：人分（括弧内は人日分／月）） 

区 分 
20年度実績 

（見込） 
21年度 22年度 23年度 

生活介護 

※ 

1,048人分 

（18,361） 

1,235人分

（22,848）

1,406人分

（26,011）

1,598人分

（29,563）

自立訓練（機能訓練） 

※ 

5人分 

（50） 

40人分

（740）

47人分

（870）

141人分

（2,609）

自立訓練（生活訓練） 

※ 

54人分 

（951） 

72人分

（1,332）

94人分

（1,739）

208人分

（3,848）

就労移行支援 

※ 

218人分 

（4,006） 

298人分

（5,513）

330人分

（6,105）

387人分

（7,160）

就労継続支援（Ａ型） 

※ 

65人分

（1,203）

132人分

（2,442）

153人分

（2,831）

281人分

（5,199）

就労継続支援（Ｂ型） 

※ 

651人分

（12,044）

1,089人分

（20,147）

1,446人分

（26,751）

2,089人分

（38,647）

療養介護 21人分 23人分 23人分 23人分

児童デイサービス 70人分

（1,193）

70人分

（1,227）

70人分

（1,261）

70人分

（1,295）

短期入所 268人分

（1,536）

417人分

（1,567）

565人分

（1,598）

714人分

（1,630）

 

 

 

 

 



- 6 - 

イ 見込量の確保及び基盤整備のための方策 

日中活動系サービスについては，旧法施設が，新サービス体系への移行期限で

ある平成23年度末までに円滑に移行できるよう，きめ細かに移行相談に応じると

ともに，引き続き本市独自の「就労支援等新体系移行支援事業」を実施すること

により，各施設の実情を十分に考慮しながら，地域活動支援センター（共同作業

所型）及び小規模通所授産施設の障害福祉サービスを提供する事業所への円滑な

移行を支援する。 

また，既に取組に着手している醍醐和光寮の再整備について，計画的に着実な

進捗を図る。 

なお，新サービス体系での運営では減収になることや福祉人材の確保の困難さ

等により，新サービス体系への移行や新規参入が進んでいないことから，事業者

の安定的な運営が確保され，施設職員が安心して働き続けられるよう，経営実態

に見合った報酬設定や福祉人材の確保及び定着のための必要な措置について国

に対して積極的に働き掛けを行う。併せて，国の報酬改定に伴い創設される新た

な加算を算定することができる事業者が確実に請求できるよう積極的な情報提

供に努めるとともに，「医療的ケア研修会」や就労支援のための研修会等による

人材育成に取り組むことにより，福祉施設の運営支援を行う。 
また，新たに「障害者就労支援推進事業」を実施することにより，一般就労へ

の移行を推進する観点からは，福祉，教育，労働関係機関，企業等で構成するネ

ットワーク等を活用して，就労移行支援事業所等の積極的な取組を支援するとと

もに，重度障害のある方等が生きがいを持って働くことを推進するため，就労継

続支援事業所等工賃引き上げを目指し，ほっとはあと（授産）製品の開発・販路

拡大に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№96「生活介護等（デイサービス）の推進」 

№97「短期入所（ショートステイ）の推進」 

№108「醍醐和光寮の再整備」 

№112「障害のある市民が生きがいを持って働ける仕事場づくり」 

№113「共同作業所等の新体系事業への移行促進」 

№114「日中活動の場の確保」 

№116「北山ふれあいセンターの整備・運営」 

№117「障害福祉を支える人材の確保と支援」 

№124「障害のある市民が生きがいを持って働ける仕事場づくり」（再掲） 

№125「京都ほっとはあとセンターにおけるほっとはあと（授産）製品の開発・販路の拡大」 

№129「就労支援ネットワークの構築」 

№133「政策随意契約の活用による製品購入及び役務の提供の促進」    等 

「支えあうまち・京（みやこ）のほほえみプラン」における関連項目
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■計画の推進に関連する主な事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  「支えあうまち・京（みやこ）のほほえみプラン」に掲げる施策として平成 21 年度に

実施する事業のうち，本計画の推進に関連する主な事業を下記のとおり実施する。 

 

障害児・者福祉サービス利用支援策「新京都方式」 

  １ 障害福祉サービス等に係る利用者負担の軽減 

  （１）国が定める基準を基本に，重度障害のある市民に配慮し，低所得者の独自階層区

分（収入が障害基礎年金及び特別障害者手当のみの方）を設定し，自立支援医療及

び補装具並びに総合上限制度については，国基準の負担上限月額２分の１とする。 

  （２）子育てを担う保護者の負担及び早期かつ安定した療育に配慮し，障害児施設（通

所・入所とも）について，市民税非課税世帯の利用者負担の無料化等を実施する。 

  ２ サービス事業者・施設への支援策 

  （１）平成 18 年 9 月以前から居宅介護を利用していた知的障害のある方が利用するグ

ループホーム等に対し，国が定める報酬単価では依然として不足している介護サー

ビスに要する経費を助成する。 

  （２）市内地域活動支援センター（共同作業所）及び小規模通所授産施設が障害福祉サ

ービスを提供する事業所へ移行する際に，設備基準や人員配置基準を満たすために

必要となる改修・移転等の経費を補助する。（１施設あたり 300 万円以内） 

 

障害者就労支援推進事業 

  １ 障害者職業能力開発プロモート事業 

    障害のある人が生きがいを持って働ける職場づくりを推進するため，個々の障害の

ある人の働く力を見出し，就労機会に結びつける橋渡し役として「職業能力開発プロ

モーター」を新たに２名配置する。 

また，障害のある人の就労支援を円滑に行えるよう，本市，国，府の各行政から民

間まで，労働・福祉・教育の各分野の関係機関等により構成する「京都市障害者就労

支援推進会議（仮称）」を新たに創設する。 

２ 障害者職場実習・チャレンジ雇用推進事業 

障害福祉施設等と連携し，知的・精神障害のある人を対象に，京都市役所に約２週

間の職場実習の場を提供する。また，職場実習の受入れによって得た経験を基に，京

都市の臨時的任用職員として採用する。 

 

あんしん生活緊急サポート事業 

在宅生活をされている重度障害のある人について，家族が急病等で介護ができなくな

った際，障害福祉サービスの利用に繋げるまでの支援を必要としたり，入院時に医療ス

タッフとのコミュニケーション支援を必要とするなど，既存の制度や施策で対応できな

い場合があり，こうした緊急時に短期入所枠の確保や一時的に介護人を派遣すること

で，地域移行，地域生活の支援体制の充実を図る。 

  １ 障害者緊急短期入所事業 

既存のショートステイの一部を，「緊急利用床」として確保し，緊急時に利用でき

るようにする。 

２ 重度障害者入院時コミュニケーション支援等介護人派遣事業 

（１）医療機関に入院した際，医療スタッフとのコミュニケーションを円滑に図るため

には，一定の経験・技術を要するため，医療スタッフによる対応に繋げるまでの間

の一時的な支援を行う。 

（２）保護者が疾病，事故，災害等不測の事態により不在となり，障害福祉サービスの

利用に繋げるまでの間の一時的な支援を行う。 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

平成 17 年 10 月  平成 20 年度実績（見込）        平成 21 年度      平成 22 年度         平成 23 年度 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日 中 活 動 系 の 推 計 結 果 （ 概 要 ）

旧体系（法定施設） 

1,886 人分 

合計    4,812 人分 

新体系（日中活動系） 

2,041 人分

生活介護 1,048 人分

機能訓練   5 人分

生活訓練    54 人分

就労移行   218 人分

就労Ａ型   65 人分

 就労Ｂ型  651 人分

新体系（地域生活支援事業） 

885 人分

合計     4,540 人分 

新体系（地域生活支援事業）

         731 人分

旧体系（法定施設） 

 1,360 人分

合計     4,957 人分 

新体系（地域生活支援事業）

         275 人分

合計     4,979 人分 

一般就労へ移行 年間 50 人 一般就労へ移行 年間 11 人 

参 考

旧体系    4,540 人分 

法定施設  2,981 人分 

 デイサービス 483 人分 

 作業所   1,076 人分 

 

（参考）施設数 

法定施設 195 施設 

 デイサービス  24 施設 

 作業所    59 施設 

 

新体系（日中活動系） 

2,866 人分

 生活介護 1,235 人分

 機能訓練   40 人分

 生活訓練   72 人分

 就労移行  298 人分

 就労Ａ型  132 人分

 就労Ｂ型 1,089 人分

新体系（日中活動系） 

4,704 人分

 生活介護 1,598 人分

 機能訓練  141 人分

 生活訓練  208 人分

 就労移行  387 人分

 就労Ａ型  281 人分

 就労Ｂ型 2,089 人分

新体系（地域生活支援事業） 

         628 人分 

旧体系（法定施設） 

   866 人分 

合計     4,970 人分 

新体系（日中活動系） 

3,476 人分 

 生活介護 1,406 人分 

 機能訓練   47 人分 

 生活訓練   94 人分 

 就労移行  330 人分 

 就労Ａ型  153 人分 

 就労Ｂ型 1,446 人分 

退院可能精神障害者の約４割，総合支援学校卒業生などを見込み，１７年１０月と比べ４３９人分増 
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（３）居住系サービス 

 

ア 必要な量の見込み 

平成20年度における利用実績（見込），平成23年度までの地域生活移行者数（目

標値），精神障害のある市民の地域生活への移行及び施設の新体系への移行状況

に基づき，平成23年度までの各年度のサービス量を推計した。 

（単位：人分） 

区 分 
20年度実績 

（見込） 
21年度 22年度 23年度 

共同生活援助 
363 426 488 551

共同生活介護 

施設入所支援 447 658 919 1,171

 

 

イ 見込量の確保及び基盤整備のための方策 

居住系サービスについては，地域生活への移行状況に応じ，適切にサービス量

が確保されるよう，共同生活援助（グループホーム）・共同生活介護（ケアホー

ム）の増設のため，安定的に運営できるための報酬水準の確保を国に対して要望

するとともに,依然として不足しているホームヘルプ利用に係る費用の助成を引

き続き本市独自に実施する。 

また，サービス事業者の新規参入を促進するため，国の整備費補助の積極的な

活用と併せて，市民の障害福祉に関する関心と理解を一層深めるための啓発活動

を進める。 

障害福祉サービスとして提供されるもののほか，障害者地域生活支援センター

における居住サポート事業の実施や，居宅介護等の訪問系事業によるソフト面で

の支援充実を図るとともに，住宅部局とも連携して，より多様な住宅確保の支援

を検討していく。 

なお，施設入所支援については，今後，事業者の新体系への移行の状況等の把

握に努め，円滑な移行を支援していくとともに，既に取組に着手している醍醐和

光寮の再整備について，計画的に着実な進捗を図る。 

 

 

 

 

旧体系（１７年１０月）１，５３７人分⇒新体系１，７２２人分（入所者数６５人分減だが，グループホーム等増で１８５人分増）

 

№107「入所施設の機能強化」 

№109「グループホーム・ケアホーム・福祉ホームの運営」 

№110「グループホーム・ケアホームの設置促進」 

№111「市営住宅特定目的優先入居制度」                等

「支えあうまち・京（みやこ）のほほえみプラン」における関連項目



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

平成 17 年 10 月  平成 20 年度実績（見込）        平成 21 年度       平成 22 年度         平成 23 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

合計    1,537 人分 

合計     1,641 人分 

合計     1,590 人分

居 住 系 の 推 計 結 果 （ 概 要 ）

旧体系  1,537 人分 

 グループホーム 301 人分 

 施設入所 1,236 人分 

 

 

 

 

 

新体系（施設入所支援）

447 人分

新体系（グループホーム・ケアホーム） 

  363 人分

旧体系（施設入所） 

780 人分

 

 

 

新体系（施設入所支援）

   658 人分 

旧体系（施設入所） 

   557 人分 

新体系（グループホーム・ケアホーム） 

   426 人分 

新体系（施設入所支援）

   1,171 人分

合計     1,722 人分 

新体系（グループホーム・ケアホーム） 

 551 人分

退院可能精神障害者の約３割，施設入所から地域生活への移行者などを見込み， 

１７年１０月と比べ１８５人分増（施設入所の旧体系と新体系では▲６５人） 

旧体系（施設入所）289 人分 

新体系（施設入所支援） 

   919 人分 

新体系（グループホーム・ケアホーム） 

   488 人分 

合計     1,696 人分 

130 人が地域生活へ移行 

（参考）施設数 

グループホーム  82 施設 

施設入所 110 施設 

 

（参考）施設数 

新体系（グループホーム・ケアホーム） 96 施設

新体系（施設入所支援） 35 施設

旧体系（施設入所） 75 施設

（参考）施設数 

新体系（グループホーム・ケアホーム）107 施設

新体系（施設入所支援） 46 施設

旧体系（施設入所） 64 施設

（参考）施設数 

新体系（グループホーム・ケアホーム）117 施設 

新体系（施設入所支援） 53 施設 

旧体系（施設入所） 57 施設 

（参考）施設数 

新体系（グループホーム・ケアホーム）128 施設

新体系（施設入所支援）110 施設

 

参 考
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（４）その他のサービス 

 

ア 必要な量の見込み 

地域生活移行を推進することにより，相談支援のニーズが高まるため，平成23

年度における適切なサービス量までの各年度において必要な量を推計した。 

（単位：人分） 

区 分 
20年度実績 

（見込） 
21年度 22年度 23年度 

相談支援 45 125 286 528

 

イ 見込量の確保及び基盤整備のための方策 

相談支援については，福祉事務所や保健所等の行政機関をはじめ，市内に１５

箇所設置している障害者地域生活支援センターにおいて，身近な地域で適切な相

談支援に努めるとともに，市内５圏域ごとに設置した障害者地域自立支援協議会

（地域協議会）において，行政機関・障害者地域生活支援センター・障害福祉サ

ービス事業者等の連携により，援助困難・援助課題の多い一人一人の障害のある

市民を協働体制により支援する。 

また，個別支援に係る課題の解決を目指して開催する地域協議会の支援会議に

は，医療や権利擁護等のそれぞれの課題に応じた支援機関が参画し，必要に応じ

て柔軟な構成により相談支援に取り組む。 

とりわけ，退院された精神障害のある市民の地域生活の定着には，適切な医療

を受けることが不可欠であるため，精神科病院等と十分に連携しながら，相談支

援に取り組んでいく。 

なお，ケアマネジメントの実施により，必要なサービスの適切な利用を支援し，

生活の質の向上を図るほか，地域におけるニーズや課題を的確に捉え，それを集

約する京都市障害者自立支援協議会（市協議会）と京都市障害者施策推進協議会

との連携を通じて，新たな施策の形成につなげる効果も期待される。 

 

 

 

№28「福祉事務所・保健所における相談支援」 

№31「障害者地域生活支援センター事業の充実」 

№32「障害者地域自立支援協議会の設置・運営」 

№34「身体障害者相談員・知的障害者相談員・発達相談員による活動の 

活性化と精神障害のある市民に対する相談支援の充実」 

№37「障害当事者同士の相談（ピアサポート）等への支援」 

№39「引きこもりがちな障害のある市民等への支援」          等 

「支えあうまち・京（みやこ）のほほえみプラン」における関連項目



 

 

４ 地域生活支援事業の実施に関する事項 

各年度における事業の種類ごとの量の見込み，実施に関する考え方等について，下記のとおり定める。 

（単位は年間の数） 

事 業 名 

20年度実績 

（見込） 
21年度 22年度 23年度 事 業 内 容 ， 実 施 の 考 え 方 ，

見 込 量 確 保 の 方 策 等
箇所数  利用者数  箇所数  利用者数  箇所数  利用者数 箇所数 利用者数

（１）相談支援事業 

 

     

 ① 障害者相談支援事業 15 

箇所 

 15 

箇所 

 15 

箇所 

 15

箇所

 障害者地域生活支援センターを設置し，相談，福祉サービス利用

の援助，ケアプラン作成，関係機関のネットワーク作り等を行う。

 地域自立支援協議会 5 

圏域 

 5 

圏域 

 5 

圏域 

 5

圏域

 障害福祉の関係者による連携及び支援に関す

る仕組みを整備し，相談支援体制を強化する。

障害児等療育支援事業 

 

2 

箇所 

 2 

箇所 

 2 

箇所 

 2

箇所

 障害のある市 民の自宅 を訪問し て療 育訓練を行う ととも

に，保育所や共同作業所等の職員に対して療育指導を行う。

 ② 市町村相談支援機能強化事業 5

箇所

 5

箇所

 5

箇所

 5

箇所

 障害者地域生活支援センターのうち５箇所

に精神保健福祉士等の専門職を配置する。

③ 住宅入居等支援事業 15

箇所

 15

箇所

 15

箇所

 15

箇所

 一般住宅入居希望者に，必要な調

整等の支援を行う。 

 ④ 成年後見制度利用支援事業 15

箇所

 15

箇所

 15

箇所

 15

箇所

 普及啓発等を行う。なお，市長申

立ては本市が直接行う。 

（２）コミュニケーション支援事業  13,566

件

 13,896

件

 14,238

件

 14,595

件

 

手話通訳者・要約筆記者派遣事業  4,182

件

 4,399

件

 4,627

件

 4,868

件

手話通訳者・要約筆記者の派遣を

行う。 
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手 話 通 訳 者 設 置 事 業 17 

人 

9,384 

件 

17 

人 

9,497 

件 

17 

人 

9,611

件

17

人

9,727

件

手話通訳者の設置を行う。 

※人数は，１設置箇所当たり１人として計上した数

（３）日常生活用具給付等事業   重度障害児者に日常生活用具の

給付・貸与を行う。 

 ① 介護・訓練支援用具 

 

92件 122件 123件 124件 身体介護を支援する用具等 

 ② 自立生活支援用具 

 

748件 1,399件 1,441件 1,484件 入浴，食事，移動等の自立生活を

支援する用具 

 ③ 在宅療養等支援用具 

 

424件 638件 708件 786件 在宅療養等を支援する用具 

 ④ 情報・意思疎通支援用具 

 

430件 1,251件 1,439件 1,655件 情報収集・伝達，意思疎通を支援

する用具 

 ⑤ 排泄管理支援用具 

 

28,248件 28,255件 28,255件 28,255件 ストマ装具等の排泄管理を支援

する用具 

 ⑥ 居宅生活動作補助用具（住宅改修費） 

 

46件 99件 112件 127件 居宅生活動作等を円滑にするた

めの住宅改修 

（４）移動支援事業 135

箇所

2,164

人

147

箇所

2,973

人

160

箇所

3,783

人

173

箇所

4,593

人

個別支援を基本として，社会参加，

余暇活動のための外出支援を行う。

37,654

時間

47,256

時間

56,859

時間

66,462

時間

延べ利用見込時間数 

 

（５）地域活動支援センター 

 

 

  基礎的事業 

 

54

箇所

－

人

45

箇所

1,221

人

39

箇所

1,118

人

20

箇所

765

人

全て機能強化型として設置し，Ⅲ型は

自立支援給付への移行を支援する。 
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  機能強化型Ⅰ型 5 

箇所 

－ 

人 

5 

箇所 

490 

人 

5 

箇所 

490

人

5

箇所

490

人

精神保健福祉士等の専門職を配置し，関係機関と

の連携強化等を図る（障害者相談支援事業再掲）。

  機能強化型Ⅱ型 

 

※市外に所在するセンターを利用する者 

3 

箇所 

75 

人 

4 

箇所 

100 

人 

4 

箇所 

100

人

5

箇所

125

人

従前のデイサービスと同様の事

業内容で実施する。 

※市外分（箇所数は別掲，人数は内数） 2箇所 （13人） 2箇所 （13人） 2箇所 （13人） 2箇所 （13人）

  機能強化型Ⅲ型 46 

箇所 

810 

人 

36 

箇所 

631 

人 

30 

箇所 

528

人

10

箇所

150

人

従前の共同作業所と同様の事業内容で実施する。

自立支援給付への移行を支援していく。 

（６）発達障害者支援センター運営事業 1 

箇所 

3,400 

人 

1 

箇所 

3,400 

人 

1 

箇所 

3,400

人

1

箇所

3,400

人

関係機関と連携しながら，発達障

害者への支援を強化していく。 

（７）その他の事業    

 

 ① 福祉ホーム事業 4箇所 5箇所 5箇所 7箇所 低額で居室等を提供し，管理人が

日常生活に必要な支援を行う。 

 ② 盲人ホーム事業 1箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所 視覚障害のある市民に，あんま，は

り，きゅうの就労の場を提供する。

 ③ 訪問入浴サービス事業 26人分 26人分 26人分 26人分 居宅での入浴が困難な方などに，

訪問入浴サービスを提供する。 

 ④ 身体障害者自立支援事業 

 

― ― ― ― 実施していない。 

 ⑤ 重度障害者在宅就労促進事業 １箇所 １箇所 １箇所 1箇所 在宅等の障害のある市民に，情報機器やインターネ

ットの活用に関する支援等を行い，就労促進を図る。

 ⑥ 更生訓練費・施設入所就職支度金給付事業 

 

171人分 165人分 160人分 156人分 更生訓練費用及び施設退所後就

職するための支度金を支給する。

 ⑦ 知的障害者職親委託制度 2人分 2人分 2人分 4人分 知的障害のある市民に２箇所で就労

に必要な知識，技能の訓練を行う。 
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 ⑧ 生活支援事業 10事業 10事業 10事業 10事業 日常生活上必要な訓練，指導等を

行う。 

 ⑨ 日中一時支援事業 

 

192人分 227人分 262人分 296人分 施設で一時的に介護等のサービ

スを提供する（宿泊を伴わない）。

 ⑩ 生活サポート事業 4人分 4人分 4人分 4人分 障害程度区分非該当者に居宅介

護を行う（経過措置）。 

 ⑪ 社会参加促進事業 

 

   

  ア スポーツ・レクリエーション教室開催等事業 11大会 11大会 11大会 11大会 障害者体育大会，全京都障害者総

合スポーツ大会等を開催する。 

  イ 芸術文化講座開催等事業 2回 2回 

 

2回 2回 障害者福祉総合展及び京都とっ

ておきの芸術祭を開催する。 

  ウ 点字・声の広報等発行事業 3種類 

29回 

3種類 

29回 

3種類

29回

3種類

29回

「障害保健福祉のしおり」等の点

字，音訳，拡大版を作成する。 

  エ 奉仕員養成研修事業 11

講座

850

人

11

講座

850

人

11

講座

850

人

11

講座

850

人

音訳，点訳，手話，要約筆記の各

奉仕員の養成研修を実施する。 

  オ 自動車運転免許取得事業 23件 24件 24件 24件 身体障害のある市民の運転免許

取得費用の一部を助成する。 

  カ 自動車改造助成事業 35件 40件 40件 40件 身体障害のある市民の自動車改

造費用の一部を助成する。 

  キ その他 3箇所 3箇所 3箇所 3箇所 職業能力開発等支援事業として３箇所の相談

窓口を開設するほか，必要な事業を実施する。
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５ 計画の期間及び見直しの時期 

本計画の計画期間は平成24年3月31日までとする。 

また，本計画に関して必要な見直しを平成23年度末までに行った上で，第３期障害

福祉計画を国が定める策定指針に基づき平成24年度から平成26年度までを期間とし

て作成する。 

なお，障害者自立支援法の改正等に伴い内容の見直しが必要となった場合は，計画

期間中においても必要な見直しを行う。 

 

６ 計画の達成状況の点検及び評価 

各年度において，サービス見込量等について，利用者及び事業者の双方からの視点

を十分に踏まえて達成状況の点検・評価を行い，その結果に基づいて必要な対策や見

直しを行う。 



第２期京都市障害福祉計画【概要版】 

  

 

 

   １ 23 年度の数値目標設定                           ２ サービス量の見込みとその確保のための方策    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３ 地域生活支援事業の実施に関する事項 

 

                                                    

 

 

 

（１）福祉施設入所者の地域生活への移行
 

23 年度末までの地域生活移行者数 130 人 

 第１期計画策定時（17 年 10 月）の施設入所者

（1,236 人）の 10.5％の移行を目指す。 
 

23 年度末の施設入所者の定員減 65 人 

 第１期計画策定時（17 年 10 月）の施設入所者

（1,236 人）の 5.3％の定員減を目指す。 

１ 趣旨 障害のある市民の地域生活や一般就労への移行に関して，23 年度末に向けた数値目標を設定。併せて 21 年度から 23 年度までのサービス必要量の見込みとその確保方策を定める。 

２ 根拠 障害者自立支援法に規定する「市町村障害福祉計画」。「支えあうまち・京（みやこ）のほほえみプラン」の福祉サービス等に関する実施計画として位置付ける。 

３ 計画期間等 21 年度から 23 年度までを計画期間とする。障害者自立支援法の改正等に伴い内容の見直しが必要になった場合は，計画期間中においても必要な見直しを行う。 

 必須事業及び任意事業を合わせて 36 事業について定める。 

主な事業 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 

障害者相談支援事業 15 箇所 15 箇所 15 箇所 15 箇所

地域自立支援協議会 5 圏域 5 圏域 5 圏域 5 圏域

コミュニケーション支援 13,566 件 13,896 件 14,238 件 14,595 件

日常生活用具 29,988 件 31,764 件 32,078 件 32,431 件

移 動 支 援 2,164 人

37,654 時間

2,973 人

47,256 時間

3,783 人

56,859 時間

4,593 人

66,462 時間

地域活動支援Ⅱ型 3 箇所 4 箇所 4 箇所 5 箇所

地域活動支援Ⅲ型 46 箇所 36 箇所 30 箇所 10 箇所

（１）訪問系サービス  （単位：人分（括弧内は時間分／月） 

区 分 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 

居宅介護等
2,104

(89,405)

2,302

(92,429)

2,500

(95,453)

2,698

(98,477)

（確保のための方策） 

○ 福祉人材の確保及び定着のための国への要望及び本市独自の

サービスの担い手の養成 

○ 「あんしん生活緊急サポート事業」を本市独自に実施 

 
（２）日中活動系サービス（単位：人分（括弧内は人日分／月） 

区 分 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 

生活介護 1,048

(18,361)

1,235

(22,848)

1,406

(26,011)

1,598

(29,563)

機能訓練 5

(50)

40

(740)

47

(870)

141

(2,609)

生活訓練 54

(951)

72

(1,332)

94

(1,739)

208

(3,848)

就労移行 218

(4,006)

298

(5,513)

330

(6,105)

387

(7,160)

就労Ａ型 65

(1,203)

132

(2,442)

153

(2,831)

281

(5,199)

就労Ｂ型 651

(12,044)

1,089

(20,147)

1,446

(26,751)

2,089

(38,647)

療養介護 21 23 23 23

児童デイ 70

(1,193)

70

(1,227)

70

(1,261)

70

(1,295)

短期入所 268

(1,536)

417

(1,567)

565

(1,598)

714

(1,630)

（確保のための方策） 

○ 事業者の新体系への円滑な移行を支援 

○ 運営安定化支援，福祉人材の確保及び定着の措置の国への要望 

○ 加算算定のための情報提供及び研修会等の人材育成の取組 

○ 多様な就労を支援する取組 

（３）居住系サービス             （単位：人分） 

区 分 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 

グループホーム 

ケアホーム 
363 426 488 551

施設入所支援 447 658 919 1,171

 （確保のための方策） 

○ 運営安定化支援の国への要望及び本市独自の補助制度の実施 

○ サービス提供事業者の新規参入のための整備費補助の活用及

び啓発活動の推進 

○ 多様な住宅確保の支援を検討 

 ○ 事業者の施設入所支援への円滑な移行を支援 

 

（４）その他（相談支援）           （単位：人分） 

区 分 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 

相談支援 45 125 286 528

 （確保のための方策） 

○ 地域生活支援センターにおける身近な地域での相談支援 

○ 自立支援協議会における協働体制による支援 

○ 医療機関とも十分に連携した相談支援 

（２）入院中の退院可能精神障害者の減少
  

23 年度末までの退院者数 281 人 

  条件が整えば退院可能な精神障害のある市民へ

の退院促進支援等により，退院を目指す。 

（３）福祉施設から一般就労への移行 
  

23 年度における年間一般就労移行者数 50 人 

  第１期計画策定時（17 年度）の年間一般就労移

行者数（11 人）の 4.5 倍の一般就労を目指す。 

「支えあうまち・京（みやこ）のほほ

えみプラン」に掲げる施策を着実に推

進し，総合的に取組を進める。 
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